
令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー課） 

項 目 名 既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除に関
する標準的費用額等の工事実績を踏まえた見直し 

税 目 所得税 

要

望

の

内

容 

【要望の内容】 

一定の改修工事（耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅

化）をした場合の所得税の控除額の算定の基礎となる標準的な工事費用相当額

等について、工事実績を踏まえて見直しを行う。 
 
【関係条文】 

租税特別措置法第 41条の 19の２、第 41条の 19の３ 

租税特別措置法施行令第 26条の 28の４、第 26条の 28の５ 
租税特別措置法施行規則第 19条の 11の２、第 19条の 11の３ 

 

 平年度の減収見込額 ―   百万円 

(制度自体の減収額) (  ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額 ) (  ―  百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

所得税の控除額の算定の基礎となる標準的な工事費用相当額及び省エネリフ

ォームの標準的な工事費用相当額に係る単位について、工事実績等を踏まえて

見直しを行う。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

― 

政 策 の 

達成目標 
― 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

― 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

― 

政策目標の

達 成 状 況 
― 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

― 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

― 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

― 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

― 

要望の措置 

の 妥 当 性 
― 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

― 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

― 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

― 

前回要望時 

の達成目標 
― 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

― 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 21年度：標準的な工事費用相当額制度を導入 
平成 25年度：工事実績を踏まえて全部改定 
平成 31年度：工事実績を踏まえて全部改定 
令和４年度 ：工事実績を踏まえて一部改定 
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